
論文 表層地盤の影響を考慮した既存超高層 RC 造建築物の保有耐震性能

指標値の頻度分布推定
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要旨：巨大地震の発生が危惧されており，既存超高層 RC 造建築物の保有耐震性能の評価が急務である。本研

究では，表層地盤の影響を考慮した既存超高層 RC 造建築物の耐震性能を把握するため，3 種類の地盤による

告示波を基準地震動とした保有耐震性能指標値の算出を行い，回帰分析により骨組の構造特性から保有耐震

性能指標値を算定する推定式を検討した。次に，推定式を用いて告示波に対する既存超高層 RC 造建築物の

保有耐震性能指標値の頻度分布を推定し，その傾向を考察した。その結果，指標値の頻度分布は表層地盤が

軟弱なほど小さい側に片寄ることなどを示した。

キーワード：超高層 RC 造建築物，耐震診断，耐震性能評価，限界状態，静的非線形解析，地震応答解析

1. はじめに

日本国内における，超高層鉄筋コンクリート造（以下，

RC 造）建築物の建設数は現在までに 600 棟を超えてい

るが，実際にそれらが保有する耐震性能は十分に把握さ

れていない。また，巨大地震の発生が危惧されており，

既存超高層 RC 造建築物の保有耐震性能指標は耐震診断

や耐震補強の必要性などを考える際に必要となるため，

その評価方法は非常に重要である。そのため，著者らは，

既往の研究 1)などにおいて「鉄筋コンクリート造建物の耐

震性能評価指針（案）」2)の基本的な考え方に基づき，超

高層 RC 造建築物の保有耐震性能指標値を算出する方法

を示した。そして既存超高層 RC 造建築物の構造特性を

模擬する骨組モデルに本評価法を適用し，基準地震動に

日本建築センター模擬波（BCJ-L2）を用いた既存超高層

RC 造建築物の安全限界状態に関する保有耐震性能指標

値（基準指標値）の推定分布を報告した 3)。さらに，3 種

類の表層地盤を設定して増幅させた地震動（告示波）を

基準地震動とした保有耐震性能指標値（告示指標値）を

算出し，基準指標値との対応を示した 4)。本研究では，

既存超高層 RC 造建築物の告示指標値の頻度分布を把握

するため，既往の研究と同様に既存超高層 RC 造建築物

を模擬した骨組モデルを対象として各表層地盤に応じた

3 種類の告示波を用いて地震応答解析を行い，告示指標

値を算出する。そして，骨組の構造特性から告示指標値

を推定する方法を検討する。次に，既存超高層 RC 造建

築物を基礎構造の違いにより表層地盤を分類し，本推定

法を用いて既存超高層 RC 造建築物の使用・修復・安全

限界状態に関する告示指標値の頻度分布推定を行い，そ

の頻度分布形状やばらつきに関して考察する。

2. 超高層 RC 造建築物の保有耐震性能指標評価

評価対象は梁曲げ降伏型の全体崩壊形を許容する超高

層 RC 造骨組であるため，梁部材を対象として損傷評価

を行う（図－１）。梁部材の塑性率からそれらの梁部材が

取り付く柱部材の等価塑性率を算定し（図－２），柱等価

損傷度（1～5）を評価する。損傷度の等しい柱が負担す

るせん断力の比率から層の限界状態（使用限界，修復限

界，安全限界）を表－１のように定める。静的非線形解

 

図-１ 梁部材の損傷度  図-２ 柱の等価塑性率 

表－１ 部材比率と層の限界状態 

図－３ 限界地震動による応答層間変形角の例 
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析により，各限界状態に相当する層間変形角を限界層間

変形角として算定する。また，地震応答解析の最大層間

変形角が限界層間変形角に達した時の地震動を限界地震

動とし（図－３），基準地震動の最大速度に対する限界地

震動の最大速度の倍率を各限界状態の保有耐震性能指標

値とする。詳しくは文献 1)によられたい。   

 

3. 解析概要 
3.1 対象建築物 
 解析対象には既往の研究 1)において作成した既存超高

層 RC 造建築物を模擬した骨組モデルを用いる。骨組モ

デルは，構造技術の進展度により 3 つの設計年代（第 1

年代：1971 年～1989 年，第 2 年代：1990 年～1999 年，

第 3年代：2000年～）に分けて設定されている（表－２）。

設計年代別に 3 棟ずつ，計 9 棟の基本モデルと，基本モ

デルの保有水平耐力の大きさを変えた強弱モデル 18 棟

および剛性の大きさを変えた剛柔モデル 18 棟，計 45 棟 

を解析対象とする。 

 強モデルは梁の曲げ耐力を 1.15 倍したモデル，弱モデ

ルは 0.85倍したモデルであり，剛モデルは梁の剛性を 1.2

倍および層重量を 0.8 倍したモデル，柔モデルは梁の剛

性を 0.8 倍および層重量を 1.2 倍したモデルである。 

3.2 解析計画 
 基本モデルに強弱モデル，剛柔モデルを加えた計 45 棟

のモデルに対し，静的非線形解析により限界層間変形角

を算定した後，地震応答解析により限界地震動を算定す

る。静的非線形解析では外力分布を Ai 分布に基づき設

定する。地震応答解析では入力倍率を漸増させて実施す

る。なお，安全限界変形角は特定層の最大層間変形角が

1/50rad.程度であるため，本解析では P-δ効果は考慮して

いない。 

3.3 解析モデル 
 解析モデルは，柱・梁部材の弾塑性特性を考慮した立

体フレームモデルを用いる。柱および梁部材は材端ばね

モデルとし，曲げに対するスケルトンカーブは曲げひび

割れ，曲げ降伏を考慮するトリリニア型とする。復元力

特性には TAKEDA モデルを用いる。除荷時剛性低下指

数は梁で 0.50，柱で 0.40 とする。内部粘性減衰は瞬間剛

性比例型で，1 次減衰定数は 3%とする。 

3.4 検討用地震動 
 検討用地震動は，レベル 2 相当の模擬地震動である日

本建築センター模擬波（BCJ-L2）のほかに，3 種類の表

層地盤を設定し，現行法告示に加速度応答スペクトルが

規定される工学的基盤波を増幅させた基礎入力波（告示

波）である（表－３，図－４）。3 種の告示波は，1 種地

盤（堅固），2 種地盤（標準），3 種地盤（軟弱）に相当す

表－２ 骨組モデルの諸元 

 

表－３ 検討用地震動の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 擬似速度応答スペクトル 

波形名称
最大速度
（cm/s）

最大加速度

（cm/s2）
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（sec）

BCJ-L2 57 356 120
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Fc(N/mm2）※1
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※3：基準階重量を柱芯面積（バルコニー含まず）で除した値([ ]内はバルコニーを含んだ面積で除した値）

※4：立体骨組モデルの弾性固有周期のうち各方向の1次に相当する周期 ※5：1階の短期許容応力度設計用地震力を1階以上の総重量で除した値
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る実在地盤を選定し，BCJ-L2 と同一位相として地盤応答

解析により求める。なお，実在地盤と地盤種別は同一で

表層地盤が異なる場合の検討は，今後の課題としたい。 

 

4. 告示波と保有耐震性能指標値 
4.1 告示指標値 
各地盤種別の告示指標値を図－５に示す。1 種地盤の

告示指標値の平均値は使用限界が 0.87，修復限界が 1.38，

安全限界が 1.74 である。2 種地盤の告示指標値の平均値

は使用限界が 0.70，修復限界が 1.02，安全限界が 1.34 で

ある。3種地盤の告示指標値の平均値は使用限界が0.51，

修復限界が 0.79，安全限界が 1.12 である。設定する地盤

が軟弱になるほど各限界状態に関する告示指標値は小さ

くなることがわかる。 

4.2 基準指標値と告示指標値 
 告示指標値と既往の研究で示された基準指標値との対

応を図－６に示す。基準指標値と告示指標値は地盤種別

に関わらず各限界状態において概ね比例関係となってい

ることがわかる。各地盤種別の告示指標値は基準指標値

に対して 1 種地盤が約 1.34 倍，2 種地盤が約 1.04 倍，3

種地盤が約 0.81 倍となっている。 

 

5. 告示指標値の推定 
 告示指標値の推定方法の検討を行う。告示指標値の推

定には，骨組の構造特性との相関性から得られる推定式

を用いる。 

5.1 告示指標値と構造特性の相関性 
(1) 等価周期 

等価周期（Te）は骨組の設計用ベースシア係数（CB）

と全体水平変形角（RT）との関係において各限界状態に

おける限界状態時のベースシア係数（CU）とその時の RT

から算出される割線剛性と初期剛性との比率から算出さ

れる限界状態時の周期である（図－７）。 

 骨組の弾性 1 次固有周期（T1）と各限界状態の Teとの

関係を図－８に示す。T1と Teには強い相関があることか

ら，回帰分析により T1 から Te を推定する。第 1 年代の

相関係数がやや小さい傾向があるが，他の年代に比べて

階数が小さく固有周期（表－２）がやや短いためである

と考えられる。特に 3 種地盤では図－４に示す骨組モデ

ルの弾性 1 次固有周期帯において増幅が大きいため，そ

の傾向が強く見られる。 

(2) 各限界状態時のベースシア係数 

 骨組の CBと各限界状態に関する CUとの関係を図－９

に示す。CB と CU には強い相関があることから，回帰分

析により CBから CUを推定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 1種地盤          (b) 2種地盤          (c) 3種地盤 

図－５ 地盤種別ごとの告示指標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 1種地盤          (b) 2種地盤          (c) 3種地盤 

図－６ 基準指標値と告示指標値 

 

 

 

 

 

図－７ 等価周期の算出 
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(3) 告示指標値と CU×Te 

告示指標値と CU×Teとの関係を図－１０に示す。告示

指標値と CU×Teには相関があることから，回帰分析によ

り CU×Teから告示指標値を推定する。3 種地盤では相関

係数が小さい傾向があるが，これは前述したように骨組

モデルの周期帯における 3 種地盤の増幅が 1 種・2 種に

比べて大きいことなどによるためと考えられる。 

5.2 告示指標値の推定式 
 前述の回帰分析により得られた CU×Te を用いて告示

指標値を推定する式に，CU，Teをそれぞれ CB，T1から推

定する式を代入し，CB と T1 から告示指標値を推定する

以下の式(1)を得る。なお式中の HISは告示指標値を表し，

各限界状態に関する式中の係数 A，B，C，D はそれぞれ

表－４，表－５，表－６に示すものとする。 

HIS ＝ A・CB×T1＋B・CB＋C・T1＋D     (1)  

5.3 推定値の対応 
推定式によって得られた算定値と解析結果から得ら

れた告示指標値との対応を図－１１に示す。推定値の

95%を含む範囲は使用限界で±24％，修復限界で±27%，

安全限界で±29%となっている。推定値と解析値の差は

柔モデルでやや大きい傾向が見られ，基本モデルに比べ

て弾性水平剛性がやや小さい骨組では推定式の精度に留

意したい。推定式による算定値は限界状態が進むにつれ

て多少のばらつきがあるものの，基本モデルの誤差は最

大でも 10%～20%とであるため，骨組の CB と T1 から告

示指標値を概ね推定できるといえる。なお，既存建物の

骨組モデルに応じた基本・強弱・剛柔モデルに関する重

み付けなどの検討は今後の課題としたい。 

 （図－８，９，１０ 共通凡例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(a) 1種地盤           (b) 2種地盤            (c) 3種地盤 

図－８ Teと T1の関係 

 

 

 

 

 

 

 
 

(a) 1種地盤           (b) 2種地盤            (c) 3種地盤 

図－９ CUと CBの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 1種地盤           (b) 2種地盤            (c) 3種地盤 

図－１０ HISと CU×Teの関係 
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6. 既存超高層 RC 造建築物の告示指標値の推定分布 
6.1 告示指標値の頻度分布形状 
 既存超高層 RC 造建築物 373 棟 3)を，基礎構造により

3 種類の地盤種別に分類し，不明なものを除いた 351 棟

を対象とする。ここでは，直接基礎は 1 種地盤，杭先端

深さが 40m 未満の杭基礎は 2 種地盤，40m 以上の杭基礎

は 3 種地盤に分類する。それぞれの告示指標値を式(1)に

よって算定し，その結果を図－１２，図－１３，表－７

に示す。推定分布は平均値に対して中央値が小さく，ピ

ークがやや小さい方に片寄っていることがわかる。また，

推定分布の平均値は各限界状態において表層地盤が軟弱

になるほど小さくなり，指標値が小さい側に 3 種地盤が，

大きい側に 1 種地盤が片寄る形となっている。 

6.2 既存超高層 RC 造建築物の耐震性能の検討 
ここでは，告示指標値が 0.5，0.75，1.0 すなわち告示

波の 0.5，0.75，1.0 倍入力時にそれぞれ使用，修復，安

全限界に達する頻度分布の割合を見ることにより，告示

波に対する相対的な耐震性能を検討する（図－１３）。使

用限界に関する告示指標値が 0.5 未満の割合は 1 種地盤

で 0％，2 種地盤で 0%，3 種地盤で 2％となっており，

全体では 1%である。告示波 0.5 倍入力時に使用限界に達

するものはほとんどないことがわかる。修復限界に関す

る告示指標値が 0.75 未満の割合は 1 種地盤で 0％，2 種

地盤で 0%，3 種地盤で 2％となっており，全体では 1%

である。安全限界に関する告示指標値が 1.0 未満の割合

は 1 種地盤で 0％，2 種地盤で 3%，3 種地盤で 7％とな

 

 

 

 

 

 

 

 

        (a) 使用限界          (b) 修復限界          (c) 安全限界 

図－１１ 推定値と告示指標値の対応 

 

 

 

 

 

 

 

                          

  

 

 

 

 

 

 

                          

  

 

表－４ 使用限界に関する推定式の係数 

 

 

 

 

 

 

表－５ 修復限界に関する推定式の係数 

 

 

 

 

 

 

表－６ 安全限界に関する推定式の係数 
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っており，全体では 4％である。告示波 1.0 倍入力時に安

全限界に達するものは極めて少ないが，余裕度検討レベ

ルに相当する 1.5 倍入力時には 2 種地盤においても安全

限界に達するものがかなりあることがわかる。

7. まとめ

既存超高層 RC 造建築物を模擬したモデルに対して，

3 種類の表層地盤による増幅を考慮した告示波を用いて

保有耐震性能指標値を算出し、その傾向を分析した。ま

た，分析により得られた推定式を用いて既存超高層 RC

造建築物の保有耐震性能指標値を算出し，その頻度分布

について考察した。以下に得られた知見を示す。

1） 各限界状態に関する告示指標値は，設計年代に関わ

らず表層地盤が軟弱なほど小さくなる。

2） 告示指標値は基準指標値に対して概ね比例関係とな

っており，1 種地盤で約 1.34 倍，2 種地盤で約 1.04

倍，3 種地盤で約 0.81 倍である。

3） 骨組の設計用ベースシア係数CBと弾性 1次固有周期

T1 を用いた推定式により，告示指標値の推定が概ね

可能である。

4） 推定した頻度分布において使用限界に関する告示指

標値が 0.5 を下回るものはほとんどなく，安全限界に

関する告示指標値が 1.0 を下回る割合は小さい。

今後は，同一種別の表層地盤の違いによる影響および

基本・強弱・剛柔モデルの重み付けなど推定方法につい

てさらに検討していきたい。
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(a) 使用限界 (b) 修復限界 (c) 安全限界

図－１２ 告示指標値の推定分布 

(a) 使用限界 (b) 修復限界 (c) 安全限界

図－１３ 告示指標値の推定分布（累計分布） 

表－７ HIS値の頻度分布代表値 

 
全体 1種 2種 3種 全体 1種 2種 3種 全体 1種 2種 3種

棟数 351 73 187 91 351 73 187 91 351 73 187 91

最大値 1.24 1.24 1.11 0.66 2.02 2.02 1.71 0.96 3.08 2.64 3.08 1.40
最小値 0.50 0.51 0.52 0.50 0.73 0.82 0.79 0.73 0.80 1.04 0.80 0.93
中央値 0.70 0.86 0.71 0.52 1.04 1.39 1.05 0.81 1.33 1.74 1.34 1.24
平均値 0.70 0.87 0.72 0.53 1.07 1.39 1.06 0.82 1.43 1.79 1.40 1.20

標準偏差 0.15 0.14 0.08 0.03 0.24 0.22 0.14 0.04 0.33 0.30 0.30 0.13
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